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令和３年度
 決 算

　令和３年度決算は、一般会計の形式収支(歳入歳出差引額)が２億4,308万円、実質収支(形式収支
から翌年度へ繰越すべき財源を控除した額)が１億5,618万円となり、昨年度に引続き黒字決算と
なるなど、特別会計(４会計)も含めすべて黒字決算になりました。

歳入

歳出
(目的別)

歳出(性質別)歳出(性質別)

市　税

108億57万円　25.0％

みなさんから
納めていただく
税金

譲与税・各種交付金

27億299万円　6.3％

地方交付税国庫支出金

61億5,569万円　14.3％

使用料・手数料、分担金・負担金

５億５万円　1.2％

みなさんに負担し
ていただく保育料
やごみ処理手数料
など

113億2,111万円　26.2％

特定の事業に対し
て国から支出され
る負担金や補助金

繰入金

11億5,284万円　2.7％

市　債

56億7,384万円　13.1％

建設事業の実施や、財源不足
に対処するための長期借入金

使い方の決まっていない
国や府からの交付金など

議会費

２億5,147万円　0.6％

市議会の運営

総務費

75億2,252万円　17.5％

民生費

土木費

181億1,593万円　42.2％

衛生費

37億5,093万円　8.8％

健康増進、ごみ・
し尿の処理など

25億1,823万円　5.9％

道路、河川、住宅、
交通安全施設の整
備や管理など

消防費

９億5,714万円　2.2％

消防や防災対
策など

教育費

34億4,623万円　8.0％

学校教育、社会
教育、スポーツ
振興など

生活保護、子育て
支援、高齢者・障
害者福祉など

その他

その他

29億4,431万円　6.9％

20億6,033万円　4.8％

農林業、商工・労働対策、
災害復旧など

寄付金、繰越金、貸付金等の返
還金収入、財産売払収入など

義務的経費
214億4,313万円

50.0％50.0％

【内訳】
扶助費　29.7％
127億5,607万円
人件費　14.4％
  61億6,883万円
公債費　 5.9％
  25億1,823万円

14.1％14.1％

繰出金
33億4,567万円

物件費
41億6,750万円

9.7％

9.7％9.7％

7.8％7.8％
8.7％

補助費等
41億4,200万円

普通建設事業費 
60億6,790万円

その他
37億2,802万円

基金（貯金）の
取り崩しなど

問合せ先

行財政管理課

☎072－433－7267

歳入　431億3,730万円
歳出　428億9,422万円

一般会計

貯金箱

※歳入と歳出は、金額の大きい順に表示しています。財政用語の説明は、４ページをご覧ください。

(128,586円)

(513,570円)

(510,676円)

(134,784円) (73,286円)

(67,550円) (32,180円)

(5,953円)
(13,725円) (24,529円)

(35,053円) (2,994円)

(11,395円)

(29,981円)(40,329円)(41,029円)

(44,657円)(89,559円)(215,679円)

府支出金

27億6,988万円　6.4％

特定の事業に対して府か
ら支出される負担金や補
助金

(32,977円)

公債費

33億8,746万円　7.9％

市債（長期借入金）の返済

※下記掲載の％は、一般会計決算に占める割合を示しています。(　)内は、１月１日現在の住民基本台帳登録者数83,995人で割った市民１人当たりの金額です。

　歳入総額は、前年度決算に比べ約15億円

減少しています。

　主な増減項目は、市債が約20億円、地方

交付税が約10億円、繰入金が約６億円増加

し、国庫支出金が約60億円減少していま

す。

　主な増加内容は、市債について、庁舎整

備事業債や小学校屋内運動場空調設備設置

にかかる学校施設整備事業債の増加があげ

られます。また、繰入金については、庁舎

整備基金からの繰入金の増加があげられま

す。

　一方、主な減少内容は、国庫支出金につ

いて、特別定額給付金事業にかかる補助金

が約86億円、新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金が約８億円減少した

ことがあげられます。

　歳出総額は、前年度決算に比べ約15億

円減少しています。

　主な増減項目は、民生費が約21億円、

土木費が約９億円増加し、総務費が約55

億円減少しています。

　主な増加内容は、民生費について、子

育て世帯への臨時特別給付金支給事業な

どの新型コロナウイルス感染症関連事業

の増加があげられます。また、土木費に

ついては、市営住宅官民連携事業にかか

る経費の増加があげられます。

　一方、主な減少内容は、総務費につい

て、特別定額給付金事業が終了したこと

があげられます。

地方公共団体の税収などの格差
を調整するため、国が地方公共団
体に代わり徴収し配分するもの

431億3,730万円

428億9,422万円
企画・人事・税務など市役所の運
営、コミュニティ、文化振興など


